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はじめに
　いまやアングロ・サクソン諸国の公共部門の主たる改革理論は、新公共経営論（New　Public
Management：NPM）から新公共サービス論（New　Public　Service：NPS）ないし新公共ガバナンス
論（New　Public　Governance：NPG）へとパラダイムシフトしてきたと論じられている（Denhard＆
Denhard　2011、　Osborne　2010など）。しかし、わが国では行財政改革の考え方は、依然として国をは
じめ地方自治体においてもNPMが根強く、効率性・効果性を基準にしながら成果主義志向の取り組
みが行われている。なかでも予算マネジメントの取り組みは、いわゆるPlan－Do－Check－Action（Act）
のPDCAサイクルとして自治体でも広く取り入れられてきたところである。
　予算マネジメントについては、筆者は本学社会科学研究所2007－2008年度個人研究成果報告書「わ
が国政府予算マネジメントの制度構築に向けた理論・実証研究」において論じ、NPMに基づく予算
システムの体系的な取り組みとして英国の事例を中心に分析した。その研究過程で、決算・評価制度
にいくつかの課題があることを指摘した。最大の課題は、予算は最終的には政治によって決められる
ため、予算マネジメントを機能させるためには、議会を含めて政治をどう関与させるかにほかならな
いことを論じた。わが国では、民主党政権が政治主導による予算編成を始めることを公約し、決算・
評価について一部は「事業仕分け」として公開で事業の見直しを行ってきた。しかし「事業仕分け」
はその実効性が疑問視され、国では2011年には名称を「政策仕分け」に変え、公開もされなくなった。
　健全財政を持続するためには、予算マネジメントのフレームは現時点では有用な制度であると考え
られる。しかし予算マネジメントは、計画（予算）・執行・決算・評価・反映と続くマネジメント・
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サイクルが機能してはじめて有用で効果的な制度となる。決算・評価が機能不全であれば、予算マネ
ジメント自体が機能しない。本研究では、前回の研究結果を踏まえながら、ネクスト・ステップへの
課題として提起した予算マネジメントの決算・評価制度について、NPMではなく新たなNPGの視
点から問い直し、今後の展開方向を論じている。
1、予算マネジメントに関わる理論の変貌
1－1　新公共経営論（NPM）から新公共ガバナンス論（NPG）へのパラダイムシフト
　公共部門の議論に新公共経営論（NPM）が登場して久しい。　NPMは、1980年代からアングロ・サ
クソン諸国を中心に伝播した。当時は、NPMを抜きにして制度改革は語れなかった。前回の研究報
告においても、NPMをベースにした予算マネジメントから議論を出発した。ここで改めてNPMの
議論を整理しておきたい。
　公共部門に民間の経営理論やノウハウを導入しはじめたのは、積極財政政策が効力を失った1980年
代からである。振り返れば、この動きは当然とも考えられる。それまでの財政政策がケインジアンに
多分に依拠し失敗したのであるから、反ケインズ派から新たな古典派や新古典派、サプライサイダー、
マネタリストなどが台頭し、さらに経営学が加わり、財政のスリム化、市場化が進められた。政府は
旧来の官僚体制の主体（Old　Public　Administration：OPA）から経営意識を持たされた主体となった。
こうして実践とともに形成されてきたNPMは、アングロ・サクソン諸国を中心に普及し、Hood（1991）
によってNew　Public　Managementとして理論にまとめられた。　NPMはわが国でも1990年代に多く
の解説書が出版され1、行財政関連の学会でも議論が活発に行われた。行財政改革の議論でNPMに
言及しないものはほとんどない状況であった。
　NPMの骨子はHood（1991）の整理により、①公i共部門における個々の専門的マネジメント、②
業績の明確な基準と測定、③アウトプットによる統制の重視、④公共部門における事業単位への分割、
⑤公共部門の競争重視、⑥民間部門の実践的マネジメントの重視、⑦資源利用において規律と倹約の
重視、としてまとめられている。すなわち、公共部門の市場化によるスリム化、効率化そして成果志
向のマネジメントである。市場化は公共部門のあらゆる分野に入り込み、政策までもが市場との対比
で検討されるようになった。
　こうしたNPMは、1980年代後半頃より財政再建を急ぐ各国の行財政改革の基本的考え方となり、
新保守主義や新自由主義による“小さな政府”への改革の論拠ともなった。しかし欧州の現場では、
1　NPMに関し比較的多く引用された文献としては、大住荘四郎「ニュー・パブリックマネジメントー理念・ビジョン・
戦略一」日本評論社、1999年があり、各国のNPMを整理した文献としては、国土交通省国土交通政策研究所『NPM
の展開及びアングロサクソン諸国における最新状況に関する研究一最新NPM事情』国土交通省国土交通政策研究所、
2001、などがある。
2　ブレア首相は1998年7月に公表した『現代の地方政府～住民とともに（Modern　local　government：in　touch　with
the　people）」と題した白書の中で、ベスト・バリューの基本的な政策を明らかにしている。
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1990年代後半になると、NPM一辺倒の考え方に変化が生じてきた。英国でブレア労働党政権が誕生
した1997年には、公共サービスは効率性・有効性に軸足を置きながらもクオリティを問題にするよう
になり、“ベスト・バリュー（Best　Value）”の政策がだされた2。この背景には、サッチャー保守党
政権下（1979－1990）で貫かれてきたラディカルな市場原理主義に対して、ブレアー政権は“第三の
道”を提唱し、中道的な道に舵を切ったことがあげられる。社会学者デギンズ（1999）は「The
Third　Way」を著し、欧州諸国も市場主義からの方向転換が行われた。しかし第三の道は、市場主義
を否定するものではなく、ソフトな市場主義で官民とのパートナーシップ（PPP）を進めながら改革
を進めるものであった。
　英国の保守から中道へのシフトは、福祉国家の看板を下ろした政府への信頼の欠如、空洞化
（hollowing－out　of　the　state）がその背景にあった。行政学の議論でも政府はgovernmentから
governanceとして語られるようになった（Rhodes　1997など）。日本でも政府のガバナビリティ（統
治能力）の問題は、“政府の失敗”として旧来のレジュームからの脱却がNPMによって進められた。
しかし政府の失敗は、一部はNPMにより改善されたが、基本的には国民住民はサービスを受けるだ
けの「顧客」ではなく、公共において意思表示をする「市民」3であるので、政府への包摂が失敗へ
の対応とならざるをえなかった。
　ガバナンスとともに論じられてきたポストNPMは、1980年代以前のOPAへと戻るのではなく、
1990年代より徐々に論じられてきた新公共サービス（NPS）ないし新公共ガバナンス（NPG）の議論
として展開されてきた。2000年代に入ると、NPMはすっかり影をひそめ、議論の主流はNPGとなっ
た4。この傾向は2010年代に入っても続いている。ただここで留意すべきことは、NPMは主にアン
グロ・サクソン諸国を中心に政策展開されたということである。したがって欧州大陸などでは、パラ
ダイムシフトという大げさな変革は見られなかった。またNPMは理論的には不完全であり、OPA
の亜流にすぎないとの指摘もある5。
1－2　NPGの展開
　“ガバナンス”という用語は、1960年代の米国で企業のみならず社会問題に対する批判からコーポ
レート・ガバナンスが登場し、その後、各国でさまざまな分野で用いられてきた。公共部門ではパブ
リック・ガバナンス、国際機関ではグッド・ガバナンス、あるいは広く社会のソーシャル・ガバナン
スなどとして使われてきた。それぞれの展開においてニュァンスは異なるものの、独占的、専制的な
統治形態からより民主的で合議的、包括的な統治形態を志向する意味合いが含まれている。
3　市民とは、一般的に言われているように、公共性の感覚を持ち公共の利益をも考えて行動する人という意味合いで
ある。なおこれに対して住民とは、利己的で公共より自己の利益を中心に考えて行動する人という意味付けとなる。
牧田義輝（2007）。
4　2005年10月31日英国財務省に調査で訪問した際、担当官にNPMについて聞いたところ、そのような考えは数年前
に消え去ったと明確に述べていた。
5　NPMの地域的、論理的限定についてはOsbone（2010）が諸説をまとめている。
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　パブリック・ガバナンスの定義や概念については、これまで学派としてまとめられるほど論じられ
てきている（Pierre　2000）。例えばRhodes（1997）は、ガバナンスを①最少の国家、②企業のコー
ポレート・ガバナンス、③NPM、④世界銀行のグッド・ガバナンス、⑤社会知能化（socio－cybernetic
system）システム、⑥自己組織化（self－organizing　system）の6つに整理し、主に政策のネットワー
クとして論じ、また宮川公男・山本清（2002）は、ガバナンスを「統治システムの構造とプロセスの
発言パターン」と定義している。さらに中邨章（2003）は、これからの行政には、「透明性」
（Transparency）、「説明責任」（Accountability）、「参加」（Participation）、「公平性」（Equity）の「TAPE」
が求められるとし、これを実現していくために出現する政府や自治体のあり方をガバナンスと呼ぶこ
とがあるとしている。
　これらのガバナンス論では、NPMからのマネジメント論がベースにある。行政学でガバナンスが
論じられた当初は、NPMとともに論じられていたが、　NPGが主流になると、ガバナンス論は民主論、
公益論などをベースに論じられた。ガバナンス論は、managementからgovernability統治能力が課
題であった。NPMが市場志向であったのに対し、　NPGは統治のあり方、すなわち民主制に重きを置
いて論じられてきた。
　これまでのガバナンス論を整理したOsbone（2010）は、ガバナンスを社会政治的ガバナンス、公
共政策のガバナンス、行政のガバナンス、契約のガバナンス、ネットワーク・ガバナンスに分類して
いる。またDenhardt＆Denhardt（2011）はNPSの特徴として、政府の役割は舵取りより奉仕、公
共の関心はサービスより目的、戦略的な思考と民主的な行動、多様なアカウンタビリティ、生産性よ
り人々の価値、などとしてまとめ、NPMとは明確に分けて論じている。　Pierre（2000）も公私のパー
トナーシップとして論じている。
　以上みたように、公共部門のガバナンス論は、マネジメントからデモクラシーの文脈で論じられる
ようになった。これは行き過ぎた新自由主義に対する批判から反市場主義的な政策が各国で展開され
てきたこともあるが、公共部門の軸足があまりにも市場主義に偏り、民主的決定を効率基準が排除し
てしまった現実がある。予算を中心とした財政は、いつの時代も基本的には財政民主主義が求められ
ている証であろう。
2、予算マネジメントにおける決算評価の課題と限界
2－1　公共部門の評価の現状
　公共サービスの評価＝業績測定（performance　measurement）について、学術的な考察が最初に
試みられたのは戦前に遡れる。米国で1938年に出版された「Measuring　Municipal　Activities」に自
治体の行政活動の測定に関する研究がまとめられており、試みに消防、警察、公共事業、公立図書館
などの測定技術やこれからの評価に関して論じられていた6。その後、会計制度との関連などから公
共サービスの測定に関して論じられたこともあったが、評価が制度に採り入れられたのは1961年から
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70年にかけて米国連邦政府で業績予算（PPBS）が試行されたときである。　PPBSは、政策のコスト・
ベネフィット分析をもとに予算配分する科学的・合理的な予算を目指したものであった。公共サービ
スの業績を測定して予算の効率化を図るPPBSの仕組みは、わが国でも事業別予算などとして研究さ
れ試行されたが、いずれも公共サービスの評価困難性や制度面の煩雑性から面倒となりその後の進展
はなかった。
　公共部門の評価が再び本格的に論じられはじめたのは、NPMの議論が台頭してからである。　NPM
の議論から再び展開された公共サービスの業績測定は、ミクロ経済学や経営学、公会計論などを応用
して民間部門との官民比較分析を行い、民営化の推進とともに市場化テストや指定管理者などの制度
の導入となった。とくに政府の公会計制度（現金主義会計）の問題も取り上げられ、公会計制度改革
（現金主義会計・単式簿記から発生主義会計・複式簿記への移行）が先進諸国を中心に多くの国で実
施された。これにより、企業と同様の財務諸表が作成されるようになり、ストックとフルコストの会
計情報が業績測定の信頼度を高めた。こうした公共サービスの評価手法の理論と実践が発展し、
NPMを支える制度的インフラとなった。
　公共部門の評価論の発展は、公共サービスの価値を効率性に軸足を置いて測定する政策へと向かわ
せた。英国のサッチャー政権では、一般には“お買い得”という意味のValue　For　Money；VFMを
キーワードに、公共部門の効率性を第一に掲げて改革を進めてきた7。また自治体の公監査に3E監
査（Economy，　Efficiency，　Effectiveness）を義務付け、経済性に加えて効率性と有効性を証明するよ
う自治体に求めた8。評価技術も発展し英国の「歳出予算」（Spending　Review）に公共サービス協約
（PSA）として組み込まれ、　PDCAサイクルに不可欠のッールとなった9。
2－2　予算マネジメントにおける評価の限界
　公共サービスは、“市場の失敗”、“情報の非対称性”、“外部不経済”などのゆえに必要とされる。
すなわち、市場で価格が成立しない必須の財サービスの存在、生産者の消費者に対しする優位性、市
場を経由しない負の効用の発生、などのために政府が市場に介入し、公共サービスを提供し規制を行
う。それゆえ公共サービスを市場価値で評価することは、原理的には不可能である。公共サービスの
量と価格は、市場では決められないため議会で予算をとおして民主的に決定される。財政民主主義と
いわれるゆえんでもある。
　しかし、民主的決定はブキャナンが指摘するように、赤字財政へのバイアスをもつ10。それゆえ、
積極財政政策により膨れてきた財政をNPMの考え方でスリム化・効率化させる取り組みは、民間サー
6　サイモン，HA．・リドリー，K．E，（本田弘訳）『行政評価の基準一自治体活動の測定一』北出出版、1999年。
7　VFMはわが国では「税金に見合った価値の高いサービス」などという意味が与えられており、PFI事業のガイド
　ラインなどで用いられている。
8　自治体の3E監査は1983年から監査委員会が行ってきたが、2012年に同委員会は廃止が決められている。
9　英国のPSAの制度はコスト・パフォーマンスの点からキャメロン政権（2010年～）で財政再建を優先し廃止された。
10J・M／ブキャナン／R・E・ワクナー『赤字財政の政治経済学　ケインズの政治的遺産』文眞堂、1979年。
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ビスとの比較考量という視点をもとに、経済的価値の測定を科学的な分析も取り入れながら進めてき
たことは説得的であった。以前のコスト・ベネフィット分析は、従来のミクロ経済学をもとにした分
析が主であったが、これはPPBSで挫折した。その後はより多面的な分析から関連する制度派経済学
や行動経済学、エージェンシー理論などの発展とともに、人々の多様な思考や行動も考慮した分析視
点が取り入れられ、公共サービスの業績測定が実践されている11。
　こうした多様な学問からのアプローチとともに発展してきた公共部門の評価＝業績測定技法は、わ
が国では政策評価や事務事業評価として活用され、評価をもとにした政策決定を試みるPDCAサイ
クルが人気となった。最初は三重県で1995年に事務事業評価システムとして始められ、その後全国に
広まり、最近では全自治体の5割以上が何らかの評価システムを導入し政策決定の参考にされてい
る12。PDCAの考え方は多くの自治体で浸透し、財政の効率化・有効化を目指した政策決定に関わら
せている。
　しかし、公共サービスが福祉や教育など対人サービスが主となるにつれて、やはり評価の限界も浮
き彫りにされてきた。とくにNPMでは、焦点がアウトプットからアウトカム＝成果であるため、福
祉サービスなどの厚生上の成果は定量的な測定は難かしい。また成果を測定できたとしても、それが
ダイレクトに行政サービスに起因したものかどうかは判断がつかないものも多い。アウトカムは組織
やプログラムの外にあるとの見解もある13。確かに、ある人の厚生上の改善が特定の行政サービスだ
けによるものとは考えにくい。家族や近隣地域の支えや自身の努力により改善するところもある。こ
こではむしろアウトプットを補完的に測定基準とするほうが合理的となる。
　以上のような評価の限界に加えて、PDCAサイクルは説得的に有効な印象を市民に与えてきたが、
実際には決算制度からも限界がある。英国の中央政府で行われてきた「歳出計画」（Spending
Review）は、1会計年度が3年間のPDCAサイクルであるため、支出の評価と政策への反映が期間
内で可能な仕組みとなっている。しかし、会計年度は多くの国で1年間であるうえ、決算が調製され
るのは自治体で早くて半年近くかかる。これはわが国では出納整理期間が国・地方それぞれ1カ月、
2カ月が設けられているからである。したがって決算の反映は1年遅れとなる。
　PDCAの予算マネジメントは、成果志向を組み込んでいるのであるからブキャナンの指摘する政
治バイアスは多少は是正が期待される。また合理的な評価で市民志向の予算を策定し有効化を目指す
のであるから、説得的でもある。しかし、行政サービスの評価と制度的な制約で見込まれる成果の合
理的な評価は期待できないことが分かった。技術的で制度的な問題であればやがて解決は可能である。
業績測定の技術はNPMの展開とともに発展してきた。しかし現在進行している公共部門の議論は、
NPGへの流れである。成果はより厚生価値を重視するようになってきた。そしてこの判断基準は3E
11公共部門の評価に意欲的に取り組んだ研究書としては、中村・小澤・グレーヴァ『公共経済学の理論と実際』東洋
　経済新報社、2003年、三浦功『公共契約の経済理論』九州大学出版会、2003年などがある。
12　総務省の集計によれば、2010年10月1日現在、都道府県・市区町村において977団体（54，4％）が行政評価を実施
　している。
13古川・北大路（2001）p155。
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ではなく、NPGが論ずるように、民主的選択へと焦点が移ってきた。
3、決算評価から予算評価の新たなマネジメントの展開
3－1　事業仕分けの限界
　自治体の事務事業評価は、多くの場合は内部による評価である。一般的なケースでは、担当部署が
評価シートを作成し各部部署に記入を依頼してとりまとめる。評価結果は報告書にまとめられること
もあるが、行革計画や業績管理、職員の意識改善などに利用しているケースが多い。したがってその
効果や有効性は外部からはわからない。
　そこで外部から自治体の事務事業評価を仕掛けたのが「構想の日本」が2002年から始めた「事業仕
分け」である14。これはカナダの「プログラム・レビュー」を参考にして作られたものであり、事業
ごとに必要性や本来のあり方などの視点から市民のほか外部の専門家なども交えた仕分け人により、
“廃止”、“外部委託”、“継続”などの判定を行うものである。民主党政権が2009年から国の事業仕分
けを公開で行ったことで衆目を集めた。
　こうした事業仕分けは、確かに市民が参加して事業の必要性やコスト、有効性などを行政と直接に
やり取りし議論するため興味深い作業ではある。国の事業仕分けではコピー代が高い、論文単価が高
い、事務所の家賃が高い、といった事例が紹介され、一般庶民からはかけ離れたコストに批判が向け
られ、国民の怒りを集めた。公共サービスが税金で賄われていることを考えれば、コストへの配慮不
足を指摘されてもやむを得ない。しかし、個別の事例を取り上げてコストが高いから“廃止”という
短絡的な決定には疑問が残る。もともと公共サービスは国民、市民が選択したものである。それをコ
ストが高い、効率が悪い、という指摘から廃止という判定は民主的決定を無視することになる。なぜ
なら、民主的手続きで決定された公共サービスが、コストが高いことを理由に廃止を決めていたら、
予算の民主制を結果的には否定することになる。また公共サービスのコストは、前述のようにそれほ
ど容易に測定できるものではない。論文単価は全経費を論文本数で単純に除して求めたものであり、
算定の妥当性は疑問である15。もちろん明らかに必要性の乏しい事業も仕分けられたが（高価なハコ
モノ事業など）、これらも実はほんのごく一部の国民の意見であって、サイレントマジョリティがど
う判断するかは表明されていない。事業仕分けでは参加動機の高い人しか集まらない。こうした参加
バイアスの問題がある中で判断が下されるのは危険である。
　公共サービスは市場性がないがゆえに政府が提供しているのであって、容易に価格が測定できるの
であれば市場で提供されているはずである。事業仕分けで危ぶまれることは、積算根拠が乏しいコス
トの数値により判断が左右されることである。行政サービスの価格を民間と比較すること自体矛盾し
14　“事業仕分け”の詳細については「構想の日本」IIPを参考。
15　事業仕分けは政治パフォーマンスによって民意が創られているとの興味深い指摘がある。斉藤貴男（2011）『民意
　のつくられかた』岩波書店。
一197一
51巻第1号201210月
ている。コスト比較するなら注釈付きで慎重な判断が求められる。国の事業仕分けを見ている限り、
国民にアピールできるような事業のみ持ち出して議論している。官僚と政治のパフォーマンスに利用
しているようにしか思われない。
3－2　事業仕分けから市民参加予算へ
　自治体の事務事業評価は、決算の評価である。PDCAサイクルではCの手続きである。　PDCAを
機能させるためには、評価の信頼性が確保されてなければならないが、前述のように、公共サービス
のなかには評価自体が難しいものもある。評価の信頼性が低下すればPDCAサイクルをうまく機能
させるのは難しい。またさらに、PDCAサイクルでCからAへのフィードバックは、実際には実効
性は乏しいという自治体を対象とした調査研究もある16。そして実際問題として、Pそれ自体は、地
方予算は「義務付け・枠付け」の事業が多くを占めているため、Aから反映できる事業は現実には
限られている17。
　こうした決算の事後評価からの有効性は、技術的にまた制度的に限られていることを明らかにした。
そこで、NPMからNPGへのパラダイムシフトと期を同じくして、予算について市民による事前評
価の動きがある。この動きは必ずしもNPGと関連したものではないが、公共圏（public　sphere）の
ガバナンスが議論されるなかで、市民・住民やNPOなどのステークホルダーが政府の意思決定に関
わる機会が増えてきたことが背景としてある。各国で進められてきた地方分権改革は、地方における
自治権の拡大や市民の自治意識の向上により、公共圏に積極的に市民が参加するようになってきた。
そしてわが国でも最近、“新しい公共”という言葉が盛んに使われるようになった。内閣府には「新
しい公共」（New　Public　Commons）に関する会議が設置されている18。新しい公共では、市民参加
のガバナンスが言われる。市民が主体となって、公共の意思決定に関わる最近の動きを反映したもの
である。
　市民参加のガバナンスが形成されつつあるなかで、ブラジルの都市ボルト・アレグレで1989年から
取り組みが始まった市民が予算編成に直接参加する市民参加予算（Orcamento　Participativo）が世界
的に評判となり、各国の自治体あるいは政府で類似の市民参加型予算（Citizen　Participatory
Budgeting：CPB）が導入されてきた。これまで、世界で約1500の自治体でボルト・アレグレ市の事
例等を参考にしたCPBが導入されたとの調査もある（Sintomer　2010）。またイギリス政府は、2008
年政府白書で全自治体へCPBの導入を促し（DCLG　2008）、さらに韓国では2011年9月に地方財政
法で全自治体に「住民参与予算制」に関する条例の制定が義務付けられている（兼村高文・洪萬
2012）。
16　例えば、松尾貴巳『自治体の業績管理システム』中央経済社、2009年。
17　「地方財政計画」で歳出総額のうち義務付け・枠づけは約7割にも上っている。
18　内閣府は2010年1月に「新しい公共」円卓会議を設置し、市民、NPO、企業などに広く新たな公共の概念の浸透を
　図っている。
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　ここでボルト・アレグレ市で始まった市民参加型予算の経緯と概略を簡単に述べると19、ボルト・
アレグレ市はブラジル南部のリオグランデ・ド・スル州の州都で人口140万人の港町であるが、1988
年に軍政に代わって労働者党から選ばれたドドゥラ市長は、自治会組織がもともと発展していたこと
もあるが市民の支持と協力を得ながら、自治会で選ばれた市民が直接に予算編成に加わり政策決定に
関与する取り組みを1989年から始めたのである。これは限られた予算について、市民が地区ごとに最
も必要とする公共事業を市民自らが選んで決める手続きである。市民が予算に関わることには議会か
らの反発もあったが、最終的には市民の賛同とともに参加する人数も増えピークには5万に達し、関
与する予算の額も市予算総額の2割を超えるまで膨れた。こうした取り組みとその成果は、世界銀行
やIMFなどの国際機関や研究者などが世界に紹介したことで注目を集めた20。過大との評価もある
が、ボルト・アレグレ市の成果をきっかけにCPBは世界に広まっている。
3－3　市民参加予算と予算マネジメント
　ポルト・アレグレ市から始まったCPBについては、「公共資源の配分について市民が協議し交渉し
て意思決定を行うプロセス」（Wampler2000）、「政府予算の歳出優先順位に関して直接に地域住民が
意思決定に参加すること」（DCLG2008）などとまとめられている。すなわちCPBは、市民が政府の
予算編成に直接に参画しその決定に関与すること、またはそのプロセスといいうことができる。しか
し市民が参加する割合や関与できる予算の規模については、それぞれに国の政治や行政の事情、民主
的条件などでさまざまである21。
　CPBは実際に年々各国の自治体で導入が進んでいる。こうした現状をみると、これからの予算マ
ネジメントは、予算編成の段階に市民を参画させるCPBが1つの方向であるかもしれない。これは
NPGでも論じているように、予算マネジメントには市民による民主的決定を明示的に挿入すること
が重要である。わが国の事業仕分けは、合理的な制度にみえるが、実際にはNPMをベースにした民
主制を否定する側面も持ち合わせている。公共サービスの選択は、コストで仕分けをするのではなく、
市民が予算編成の段階ですべきである。ただし、CPBは決して首長の決定権や議会の審議権を侵害
するのではなく、市民が予算に関与することをとおして、行政サービスに対して市民にも責任を持っ
てもらうのである。執行結果の評価（効率性や有効性）は、監査、公会計の専門家に任せるべきであ
る。市民が十分な知識もなく市民目線と称して判断するのは危険である。それより、予算段階の仕分
け、すなわち市民が予算の一部を議論し、事業等の選択なり優先順位づけをすることこそ、民主的で
あり合理的であると思われる。なお予算仕分けに参画する市民については、韓国では市民のための予
19　詳細については、小池洋一（2004）、Wampler（2009）など参照のこと。
20　ボルト・アレグレ市の評価については、国際機関などにより過大評価さてきたとの見解もある。出岡直也「参加型
　予算（ブラジル、ボルト・アレグレ市）」篠原一編（2012）所収。
21各国のCPBの実際をみると、予算編成に直接参加する市民の人口に対する割合は南米では10％を超えるケースも
　多いが、その他の国は多くが1％未満である。また関与する予算規模も南米では40％に上るケースがあるがその他は
　これも1％未満がほとんどである。兼村・ララッタ（2011）参照。
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市民参加を取り入れた予算マネジメント
予算編成
予算編成への参加
ボルトアレグレ（ブラジ
ル）、グロタマーレ（イタリ
ァ）、韓国全自治体など
予算執行　　　　　決算　　　　　評価
予算配分後の使　　財務書類等の　　内部・外部
途決定への参加　　取りまとめ　　　監査
コベントリー（イギ
リス）　シカゴ市、
市川市、一宮市など
（事業仕分け）
［予算仕分け］
算学校を設置して、予め予算制度や行政制度など仕分けに必要な知識を与えてから参画させている。
4、市民の真意を映す参加型の予算マネジメント構築に向けて
　市民参加予算は、住民が直接に行政の意思決定に参画するのであるから、直接民主主義である。し
たがって、代表制民主主義のもとで議決を要する予算原則からすれば抵触することになり、代表から
の反発も考えられる。実際に韓国で2011年に全自治体に導入が義務付けられた「住民参与予算制」に
関して、法定された制度といえども議会からの反発があり、導入には相当の抵抗があったといわれて
いる22。予算編成権はわが国（韓国も同様）では首長にあり、これを市民の代表でない一般市民に予
算編成権の一部でも与えることは、財政民主主主義という面から問題なしとは言えない。
　こうした民主主義のいわば根幹にも関わるような問題を抱えながらも、市民参加予算が各国で増え
続けているのは、おそらくはウェーバーも『職業としての政治』（1919）で指摘しているように、拍
手喝采機関に過ぎなくなった議会の機能不全という問題がいつの時代もあることの証でもある。また
わが国では、強すぎる首長の権限に対して多様な市民の意見を取り入れる仕組みも必要である。代表
制民主主義がある意味で形骸化している現代において、補完する仕組みとして直接制の市民参加予算
は今日の要請でもある。
　ただし、その際に参加する“市民”をどう選ぶかが重要な問題となる。市民全員に参加機会を保障
する公募は必須であるが、そこで参加できる市民は限られ、また参加者に偏りが生じうることはよく
知られている23。またそうした市民が表明する意見は、評論家の西部遭が『文明の敵民主主義』で述
222011年11月6日明治大学ガバナンス研究科主催「市民参加のガバナンス」シンポジウムにおけるパネラー、韓国忠
　清南道国際チーム長ホンマンピョ氏の発言による。
23　参加バイアスの問題など市民参加の多様な形態を論じた篠原一（2012）は興味深く参考になる。
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べているように、偏った情報に操られたマスクラシーであるとの指摘もある。市民参加予算がこのよ
うな状況で行われていれば、予算は市民の真の意思を反映したものにはならない。むしろ市民参加が
予算を特定の市民によって歪められてしまう恐れがある。
　そこでこの問題の1つの改善方法として最近、わが国でも話題となりつつある討議型世論調査
（Deliberative　Pol1：DP）による意見聴取が有効であることが確認されている24。　DPは、無作為抽出
市民で構成された討論の場（ミニ・パブリックス：社会の縮図）で特定の課題について事前に渡され
た資料と専門家も交えた討議を繰り返して、意見の変化を探るものである。無作為抽出であるから参
加のバイアスが避けられ、公正な情報をもとに討議を重なることで非態度（政策について意見を持た
ないが持っているようにふるまう）といった意見の変動もみられなくなる。市民参加はこれまでのよ
うな偏った少数の参加者のみによる市民参加ではなく、手数とコストはかかるがこうしたDPのよう
な討論型デモクラシーを見据えながら、市民参加予算を設計すべきである。
　予算マネジメントをどう構築していくかは、今後もNPGの議論、そしてさらに今後に続くガバナ
ンス論から柔軟に制度設計していくべきである。市民参加によるマネジメント・サイクルは、必ずし
も効率的に機能するとは限らない。民主的手続きとその決定は、効率を保障するものでは決してない。
DPもそれなりのコストは必要となる。しかしこの選択こそがNPGであり、市民本位のガバナンス
であろう。
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